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林野コモンズを活性化させる取り組み
-諸問題と景観に注目した実践の展望-
松　尾　容　孝
1.コモンズをめぐる議論のゆれうごき
1 - 1　Hardinの｢共有地の悲劇｣説とその後
多くの国において政府は入会林野をはじめとする共有資源(CPRs)を歴
史的残淫とみなし,近代化をめざす土地改革政策をつうじてしばしば共有
ド
資源の法的根拠を剥奪してきた｡ G.Hardinによる｢共有地の悲劇｣説は
この政策遂行によりどころを提供してきた｡彼の説の囚人のジレンマ仮説
は,負の連鎖が継起的に生じると考えており,マルサス理論と類似点をも
つ｡
Hardinの説は-一世を風廓したが,後になって,性急な近代化はかえっ
て土地の疲弊とその地域の生活様式を危機に陥れることが各地で証明され
た｡さらに,地域住民によって共有資源が健全な状態で管理されている多
くの事実が報告された｡深刻な土地の荒廃が,土地私有化政策の導入後
に,新規入植者によって引き起こされることが多いこともわかってきた｡
P. Blaikie and H. Brook丘eld (1987)は,共有資源に関する土地荒廃の社
会的要因や危険の程度について世間の誤解を正すのに大いに貢献した｡以
上の議論はおもに開発途上国の共有地に焦点をあててなされてきた｡
D.W. Bromleyは, 1990年代初頭までの研究群に基づいて,共有資源
についての総合的な本を編集した(D.Bromley 1991, 1992. E. Ostrom 1990)｡
そのなかで,彼は,小規模な共有財産システムが非常にうまく持続的に機
能しており,地域住民が複雑な社会経済的問題を効率的かつ公正に扱うこ
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とができることを説明している｡彼は, ｢共用資源｣の考え方を,将来的
2)
にも見込みのあるシステムとして提案している｡この考え方に基づけば,
たとえ国有地であれ私有地であれ,共有地と同じようにあらゆるタイプの
所有地が,包括的に管理され,共同で利用される｡このように,共有資源
は,歴史的残淳ではなく,国有地や私有地と両立しうる所有地の-タイプ
と現在ではみなされるようになっている｡このことは,換言すれば,先進
国における共有資源も開発途上国の共有資源と同じように今日的視点から
の研究の価値を有しかつ研究が必要な存在であることを意味する｡
19世紀の近代化過程を経て,多くの先進国では,共有資源を解体する
政策が強力に押し進められたが,それにもかかわらず,地域によっては,
かなりの共有資源が根強く存続してきた｡近代化や工業化を経過した現在
では,国家的見地からすれば,共有資源は予備的で補助的な対象物となっ
たので,政府は共有資源のことを放置してきた｡しかし1960年ないし70
年代以降,先進諸国の政府は共有資源に対する態度を変更した｡共有資源
の使用収益者の権利を,登録して認定するように法律が改正された｡共有
資源の利用を促進するにはそのほうがよいとの判断による｡日本では,
｢入会林野等に係る権利関係の近代化の助長に関する法律｣により, 1966
年以後,入会権者全員の合意を得ればコミュニティは,事業を起こす場
令,所有権や地上権を有することができるようになっている｡登記手続き
の簡素化,税制上の優遇措置(不動産取得税,登録税の減免)も設けられて
おり,自発的に整備計画をたてれば共有資源を維持することが可能になっ
ている(中尾英俊1982, 1984)｡イングランドとウェールズでは,共有資源の
登録に関する新たな作業が,将来の利用を活性化するために, 1965年の
コモンズ登録法により開始された(I.Aitchsonetal 1992)｡この法律は,所
有者の記録と一般大衆の利用権の両方を追求したので,所有者と大衆の利
害の対立がその後の状況をより複雑なものにした｡それゆえ, 1990年代
初頭から,共有資源,その保有者,利害関係集団それぞれを対象にして個
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別の政策が設けられることになった｡上述したように,共有資源の複雑さ
は依然存在するけれども,共有資源の積極的な利用と管理は先進国におい
ても指向されるにいたっている(C.short 1999, 2000.武井正臣他編著1989)｡
このように,共有資源に関する研究を拡大し刷新することが必要となって
いる｡
1-2　｢コモンズ｣と研究テーマ
林野共有資源を林野｢コモンズ｣と置き換える積極的理由として,次の
3点を挙げることができる｡
第一は,今日,共有資源が,開発途上国においても先進国においても,
農村コミュニティにある程度肯定的な可能性を与えると考えられることで
ある｡
第二は,農村コミュニティの主体をなす人々や組織の範囲が変化過程に
あることである｡コミュニティの意思決定を行う者は,今日では必ずしも
住民にのみ限定されてはいない｡ 1990年代初頭から,分権的なあるいは
共同で行う意思決定システムが,ローカルプラン,土地管理,農業環境政
策など農村事情に関するいくつかの部門において導入され,一般的になっ
てきている｡市町村や地方政府はしばしばスキームをコミュニティに提案
する｡専門的知識･技能を有する人たちが時に自らの意見を述べて助言を
与える｡ NGOは往々ボランティアとして関与する｡このように,たしか
に住民が核になってはいるが,多くの利害関係者がつどい,スキームを具
体的なプログラム-と仕上げていく｡この今日的な構造は図1のように示
せる｡換言すれば,危機管理を共有する人々や組織群が現代のコミュニ
ティを構成しているのである｡
第三に, ｢共有資源｣をより柔軟かつ実質的に定義すべきと考えるから
である｡多くのスキームやプロジェクトにおいて,コミュニティメンバー
は一般に自分たちで計画を練り,共有の自然的要素や社会経済的要素に接
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図1　現代の農村コミュニティ
Figure 1 Contemporary Rural Community
し,管理することが期待されている｡共有林,土地改良,地域の公共交通,
自然遺産･文化遺産,学校や健康管理や下水道などの基本的施設はそのよ
い例である｡厳密に言えば,これらの例の中には,社会的共通資本に属す
るものもある(宇沢ら1994)｡しかし,共有資源についてであれ社会的共通
資本についてであれ,コミュニティが下す決定の結果は地域の全住民に多
大の影響を与えることになり,その意味でコミュニティは責任を互いに分
与している｡地域知(ローカルナレッジ),たとえば｢芸品の造作技能,農
耕技術,民俗文化,宗教儀式,さらにはその地域の景観さえもが,共有資
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源とよく似た意味を持っている｡宗教行事や価値づけられた景観など価値
体系の集団表象は地域の統合にとって強い刺激を与える｡この意味におい
て,持続可能な農村コミュニティにむけて議論すべき要素やジャンルは多
く存在する｡
1-3　小論の射程
小論では, ｢コモンズ｣に関する実践例を扱った文献を参照して,農村
コミュニティの持続可能な土地利用にむけての可能性あるデザインと限界
を素描する｡農村の土地利用に関して,主要因子と構造モデルを図2に示
した｡図2の六角形内部の因子群相互の連関は, ∫. Ⅰves andB. Messerli
(1990)に基づいている｡図では外部インパクトを6つのカテゴリーに分け
て示している｡この小論では政策のインパクトを主に検討する｡農村政策
に関しては,次の方法と目標がしばしば用いられ,追求されている｡
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図2　現代の土地利用
Figure 2 Contemporary Land Use
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i)ローカルイニシアティブ｡コミュニティに本拠を置く管理とガバナ
ンス
ローカルイニシアティブの(地元が主導権をもつ)計画政策ないしコミュ
ニティに本拠を置く計画政策が,自生的な農村発展を促進するために広く
採用されている｡ 1970年代以来のヨーロッパ共同体でのLEADERI,
Ⅱ, +はこの典型例である｡日本では,トップダウン方式の全国総合開発
計画が,高度に工業化した日本を構築するために,第二次大戦以後,採用
されてきた｡現在,五全総にあたる｢21世紀の国土のグランドデザイン｣
が実施中であるが,これは部分的に個別の政策形成に分権的な仕組みを導
入している｡このように,地域政策は着実に政府が命令する方式から共同
統治方式に移行しつつある｡都市から遠く離れた人口が希薄な農村地域
は,経済条件の点で,たいてい条件不利地域である｡このような地域の実
質性を高めるためには,当然,地域特性が追求されなければいけない｡多
くの場合,野生生物のような天然資源が重要な特性になっており,コミュ
ニティに本拠を置く環境保全が重要な役割を果たす｡
ii)持続可能性,農業環境政策,農林業政策
環境政策の必要性は広く認知されている｡すべての民族は唯一の地球に
依存しており,地球は,いわば究極の｢コモンズ｣である｡しかし,熱帯
雨林の保全と開発の問題にみるように,先進国と途上国のあいだの隔たり
は開発をめぐる諸問題において深刻である｡先進国は歴史的に国土の森林
を切り開いてきたが,現在,途上国による熱帯林の伐採や開発を禁止しよ
うとしている｡
同じことが農業環境政策でも言える｡先進国とりわけEUでは農業環
境政策が強力に推し進められている｡しかし,これはどちらかといえば一一
万的な政策である｡先進国における食の安全性とトレーサビリティ(坐
産･流通･加工過程の追跡･検証可能性)-の関心は,供給元である開発
途上国において農業生産者を差別化し,一般的な農民を圧迫するなど,餐
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本の論理を途上国に押しつける結果を生じている｡
また,先進国では食程余剰はすでに長く続く困難な問題である｡ GATT
協定によって諸国間の食程貿易は強化された｡食程余剰を減らし農家所得
を保護するための休耕政策や割り当て政策は,先進国ではよく採られてい
る｡しかし,世界の食糧問題の視点からいえば,そのような政策は世界の
食糧不足と矛盾するから,別の政策選択が模索されるべきである｡日本で
は, 1969年まで農林省や農協は農民に米の生産を奨励し続けた｡しかし
1970年から稲作に対して減反政策を導入し,現在では水田の4割が減反
により水田として利用されていない｡この政策を維持するために多額の補
助金が投入されている｡日本では,農業生産費の約60%が補助金によっ
て穴埋めされている｡この休耕政策はいかなる積極的なあるいは代替的な
メッセージも発することができていない｡食物生産の地域的アンバランス
と開発途上国の一部にみられる悲惨な飢健をかんがみれば,統合的な農業
政策をめざすべきであろう｡それゆえ,農業と環境の側面に関しては,持
続可能な農業生産や環境保全の必要性は広く認識されているが,そのため
の共通の目標と戦略はいまだ確立されていない｡
iii)個々の農村活動の統合
また,農村政策は,さまざまな農村活動を農村の持続可能性にむけて統
合することに関心を深めつつある｡ LEADERは当初からこれを目的にし
ている｡土地管理計画のために仕立てられた一群の政策パッケージが現在
のスキームになっている｡この種の農村政策においては,環境問題への配
慮とともに,地域経営,地域自己統治,多様なレベルでのコミュニケー
ションの活性化(パートナーシップ)の3者を結合することが意図されてい
る｡
i), ii), iii)を考慮に入れ, ｢コモンズ｣の利用と管理の諸事例を,
次章において検討する｡
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2.土地利用の諸事例とシステムの問題
2-1　コモンズの利用の伝統的な仕組み
コモンズに関する伝統的な土地利脚ま,かつては安定した仕組みをもっ
ていた｡図3は,日本の先進的な育成林業地帯奈良県吉野郡川上村におけ
る伝統的なコモンズ利用の事例である｡この図から2つのことがわかる｡
ひとつは,二重の用益方式が用いられていること,つまり,持分形式によ
る共同体成員の私的用益と,共同体による直接の用益の2つが用いられて
いることである｡第二は,土地保有権が共同体成員内に固定される一方,
立木の売買は共同体外部者と自由に契約できることである｡共有林はいく
つかの部分に機能的に区分されていて,育成林業の林地,草地(農業用の
緑肥地),薪炭燃料地などに分かれる｡明治維新後の1870年代に地租改
止,土地官民有区分が実施され,私的用益地は私有地に切り替えられた｡
川上村大滝では,システムは制度的には変更されたが,実際には1900年
代まで私的用益システムが継続された｡ 20世紀初頭には共同体において,
育成林業の需要が緑肥地や薪炭地としての需要を勝り,共有林の中の育林
地域の割合が徐々に増加した｡
この事例では明治期初頭まで村落共同体がすべての林野を所有してい
た｡ 1870年代以後,私的用益林野が私有地に切り替えられた｡その一帯
は集落屠屋敷に近い部分の林野である｡多くの私有地の林野地片では部落
民や部落以外の人と契約が結ばれた｡集落全域の空間的配列は,内から外
-,居屋敷,園地,耕地,私有林野,共有林野(村惣山)となっている｡配
列は基本的に他の山地地域でも,異なる林野利用においても同じである｡
たとえば放牧や林産物採取のような利用では,林野を所有する必要や所有
しようとする意志は弱く,新たな税体系の導入のために,より外部の林野
部分の所有が村落共同体から国や商人に移ってしまうことがしばしば起
こった｡利用権はおおむね維持されたが,共同体と新たな所有者の間の衝
突が日本では徐々に深刻になった｡
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海外においても空間的配列は同様である｡しかし,所有形態が多少異な
るものであった｡ P.Blaikie & H. Brookfield(1987)は,共有資源を次の3
項目で定義した｡
i)共有資源は,しばしば共同体所有である｡時には,個人個人で利用
され,時には共同で利用され,両者は両立しうる｡
ii)時に所有権は共同体に帰属していないが,共同体が利用する権利を
有している｡
iii)利用権は共同体成員に限定され,共有資源を保護//保全するために
何らかの規則や罰金がある｡
日本には,第二番目の事例が多くある｡しかし,第二番目の入会地の法
的な保護は十分なされなかったし,この欠陥のために多くの争いが生じた
(川島武宜他1959-1968)｡イギリスにおけるムアランドは第二番目の例であ
る｡領主がムアランドを所有してきた｡農場やゲームキーパー(鳥獣管理者)
の家屋や農地は領主が所有し,農民やゲームキーパーによる借用が今日も
続いている｡農村共同体はムアランドにおけるいくつかの利用権を有して
いる｡たとえば,羊の放牧,自給用燃料としてのピートの使用,厩舎用の
しだの刈り取りなどである｡ムアランドの下部の地帯の一部は耕地や採草
地に開墾され,景観は若干変わったが,基本的な特徴は現在まで引き継が
れている｡
これら2つの例は,伝統的なコモンズについて,次の2つのことを示し
ている｡ひとつは,共有資源を機能させるメカニズムと利害集団の間の関
係はその地域内で強固に確立してきたことである｡もうひとつは,近代化
過程を通じて,所有制度も景観も変化したが,基本的な特徴は今日まで維
持されてきたことである｡地域史と生活様式は基本的に地域の人々により
大切にされ,地域知として維持されている｡
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2-2　開発途上国における土地改革,人口圧と目下の諸問題
本節では,開発途上国におけるコモンズの利用をめぐる農村の動態につ
いて検討する｡多くの研究が報告するように,近代化,とりわけ短期間に
実施された土地改革によって多くの問題が生じている｡次に3つの例を紹
介しよう｡
i)インドのラジャスタンの事例
P. Blaikie &H. Brookfield(1987)は,この例を次のように紹介した｡イ
ンドでは,封建的な土地制度の廃止が急速に行われた｡第二次大戦後,土
地改革が実施された｡封建的な土地制度は廃止されたが,別の厄介な状況
が生じた｡改革以前は,第二類型の共有資源が利用され,村内のすべての
土地を領主が所有し,借地代は高額だったので共有資源の生産性を維持す
るために諸活動がなされていた｡土地改革後,共有資源-の依存度が全体
として低下したため,共有資源の利用がかなり無秩序になった｡共有資源
の一部は売買によって私有地化された｡商品化が助長され,共有資源の荒
廃が生じ,共同体成員のなかの貧困層がダメージを受けた｡このプロセス
によって,社会経済的な階層分化が拡大した｡
ii)ケニアのカジヤドの事例
ケニアには有名な国立公園が2つある｡アンボセリとサボウェストであ
る｡マサイ族はキリマンジャロ山の北面に住み,彼らのテリトリーにアン
ボセリ国立公園は位置している(DavidWestern1994.D.J.Campbelletal.
2000)｡アンボセリ国立公園に先立つ保護区の起源は1907年に遡る｡当初
の条約はマサイ族がここで生計をたてること,つまり牧畜生活を認めた｡
しかし,保全政策は,狩猟の合法化による保全から土地の保護による保存
3)
へと変化した｡そのため,マサイ族はこの政策変化に抗議したが, 1970
年代まで保存政策は厳格に守られた｡生態学者がコミュニティに基盤を据
えた保全を導入しようといくつかの提案を行ったが,政府の反対およびマ
サイ族が抱く国立公園局への反感や不信のために実現しなかった｡ツーリ
6()
ズムを通じて得られるかなりの外貨はほとんどが政府の収入となってい
る｡
マサイ族の放牧地,つまり以前のマサイ族のテリトリーでは,すべての
土地は共同で管理されていた｡しかし, 1960年代と1970年代に高所が私
有化されて農地に開墾され,広大な共有地は,人口と家畜の増加のため
に,家畜の飼育管理を改善してより効率的にするため,グループ牧畜区域
に分割された｡農業省と世界銀行は,当初は家畜飼育を開発するためにア
ンボセリの周辺に水の供給施設を建設した｡しかし,施設ができると,
1970年代から1990年代にかけて農業入植移民やマサイ族の農民が急速に
増加した｡彼らはグループ牧畜区域内やさらには国立公園内にも園芸農業
を行うために耕地を開拓した｡グループ牧畜区域を利用する権利はグルー
プ牧畜システムの導入時にマサイ族の間で持分を得た者だけに制限されて
いるので,マサイ族以外はメンバーではない｡しかし,マサイ族の人口が
非常に増加したので,若いマサイ族もまた権利を持っていない｡その結
果,ところどころ非合法にフェンスで土地が囲われて占拠されている｡マ
サイ族の多数の人たちはいまもグループ牧畜区域方式を支持し続けている
けれども,この区域を分割して個人個人の土地に解体してしまおうとの意
見が勢いを増しているし,若いマサイ族の中には公然とマサイ族の伝統的
な意思決定システムに反対を唱えている者もいる｡
園芸農業も牧畜もともに非常に商業化が進行しており,換金作物の成功
によって,次世代人口が増加し,放牧地が不足する危機が生じている｡こ
のような現象と,肥料･家畜による汚染によって,アンボセリ湖のまわり
の地域やグループ牧畜区域などの土地荒廃が引き起こされている｡この荒
廃の循環を断ち切るために,グループ牧畜管理者の一部は自らの管理区域
に野生生物保護区を設け,野生生物をモニターすることによって国立公園
局からかなりの収入を得ており,これがうまく機能してグループ牧畜区域
を細分化から守ることに成功している｡
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iii)南アフリカの国立公園の事例
南アフリカ共和国では, 1920年代から政府が部族つまり各地の共同体
と契約を結び,国立保護区,後の国立公園を各地に形成してきた(Eddie
K｡ch 1997)｡契約では,その時点で実施されている部族の権利,たとえば
牧畜などが認められているが,その後政府は大半の部族を公園から締め出
し,アパルトヘイトの中止まで保存政策(締め出し政策)が続いた｡ 1992//
93年に,元の所有権を回復する土地改革が始められた｡この政策では,
国立公園の問題は大変重大であった｡なぜなら,海外から多くの人が公園
を訪れ,国家の大切な収入源になっているからである｡皮肉なことである
が,保存政策が国立公園を大きな資産にしたわけである｡結果として,政
府は国立公園を,部族と契約を結ぶことによって,契約型国立公園として
維持することを決定した｡コミュニティに基盤を据えた保全政策が同時に
採用された｡政府は個々の国立公園の所有権を協定が締結された後は個々
の種族に返還し,国立公園域は政府と部族コミュニティが共同して国立公
園として維持されている｡この契約によって,多くの部族がかなりのお金
と,公園内で伝統的な生活様式を送る権利と,保護エリアを維持する安定
した仕事を得ることができている｡この土地改革の過程において,部族の
なかには,鉱山,狩猟,ギャンブルといった別の利用を模索し始めたとこ
ろがあるが,国立公園局はこれらの提案を拒否した｡将来,各地域の部族
からなるコミュニティは国立公園エリアの利用に関してさまざまな利害を
示すであろうから,そのときの問題を解決するには新たなスキームが必要
になると予想される｡
上に述べた3事例は,統合して考えると,図4のようにまとめることが
できる｡図4から開発途上国においてみられるいくつかの条件を提示でき
る｡
*モニターリング(監視チェック)のない土地改革はしばしば負の連鎖を
引き起こす｡
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図4　開発途上国における共有資源をもつ農村の動態
Figure 4 Dynamics ofrural villages withCPRs in developing countries
*保護区にある程度余裕がないと人口増加を土地利用の仕組みの中で吸
収するのは困難である｡ D. Grigg(1980)は農業の場合を対象にして,
人口増加に対して歴史的に採られてきた解決手段を示した｡それと比
較して,今日では土地利用のために予備に確保できる地区はほとんど
ない｡もし土地利用の集約化が困難なら,人口面の対応策や土地利用
以外の仕事など別の解決策を求めないといけない｡
*ツーリズムの成長は,もしその収入の一部が観光地の再生･保全に投
資され,新たな雇用を地域において生み出すのであれば,プラスの連
鎖を引き起こす可能性をもっている｡
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2-3　先進国における2つのきわだって相違するタイプ:旧大陸のタ
イプと新大陸のタイプ,そしてオープンアクセス政策の可能性
先進国においては,財産･所有物について, 2つのきわだった対照的な
考え方および実態が存在する｡旧大陸では,共有資源に対する権利は歴史
的にあたりまえのことなので,人々は多様な共有資源の存在やある種の資
源の利用と処分に対する制限を理解し認めることができる｡財産･所有物
のタイプを2つの要素,つまり所有権と恩恵の範囲によって見分けること
が役に立つであろう｡この2つによって,財産･所有物を4タイプに区分
できる｡ 1.排他的//特権的に恩恵を得ることのできる私的所有財産｡
2.境界なく恩恵にあずかることのできる私的所有財産(｢メリット財｣と
称されている)｡ 3.排他的/特権的に恩恵を得ることのできる共有財産
(｢クラブ財｣と称されている)｡ 4.境界なく恩恵にあずかることのでき
る共有財産｡共有資源は一般にクラブ財の一種である｡反対に,新大陸に
おいては,伝統的な社会システムは大半が破壊され,新たなシステムが採
用されているので,旧大陸にみられるような共有資源は稀である｡人々が
共有資源をふつうの財産･所有物の一一一種と感じるかどうかも疑わしい｡そ
こで,次に旧大陸における先進国の事例を検討しよう｡
1980年代後半以後,オープンアクセス政策がコモンズに関わる中心的
な問題のひとつになった(M.Shoard 1987, 1999)｡オープンアクセスの権利
は通常の共有資源に対する権利とは全く異なるけれども,人々は2つが互
いに密接な関係をもっていることは認めている｡オープンアクセス政策の
特色と意図は旧大陸におけるこの政策への好悪とは関わりなく,市民一般
には理解しやすいものである｡スウェーデンでは,市民による歩きまわる
権利や小果実や堅巣のような林産物を採集する権利`Allemansratt'が確
立されているのに対して,イギリスではそのような権利は確立しておら
ず,所有者と市民とのこの権利をめぐる争いが深刻である｡他方,新大陸
では,オープンアクセス政策は一種の人工的な戦略にすぎない｡それゆ
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え,オープンアクセス政策-の対応は, 3つの方向に分化されるであろ
う｡
オープンアクセス政策の出現それ自体が,コモンズに関する状況の変化
が進行中であることを示している｡先進国の大半の人々は農村の土地にほ
とんどかかわりのない生活を送っており,自然や農村景観に触れる機会も
ほとんどないが,自分たちの周りの環境には多大の注意をよせている｡
オープンアクセス政策は田園地帯の自然美に近づきたいという市民の強い
希望によって提供されるにいたったものである｡それは通常農業生産には
関わりをもたず,景観の享受に関わるものである｡この意味において,そ
れはポスト生産主義時代の典型的な現象である｡それゆえ,オープンアク
セス政策は市民に支持され,環境の保全と景観の向上に対する希望が強調
W8rld-wide ctbmpetition tll
landscape &esthe血s T
図5　オープンアクセス政策が引き起こす影響の比較
Figure 5 Comparison of the effects of open-access policy
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される｡ツーリズムがプラスの効果を生みやすい｡反対に,オープンアク
セス政策は開発途上国においては共有資源に致命的なダメージを引き起こ
す可能性が高い｡これらの対照を図5に示した｡
2 -4　先進国における遺産保全への公的支援
先進国では,第二次大戦以後,ローカルからインターナショナルの段階
まで,地域の弱点を補完するためのさまざまな支援政策が整えられた｡そ
のための予算措置は今日まで増大してきた｡それゆえ,農村地域に対する
農村政策の影響は不可欠になっている｡たとえば,条件不利地域,環境的
に脆弱な地域,生物多様性に重要な地域,遠隔地の農村地域は補助金,奨
励金,課税の軽減の恩恵などを受けている｡さらに,食糧余剰のために
ヨーロッパ共同体の共通農業政策が改訂され,農業環境政策が導入され
た｡遺産保全のための公的支援政策も,諸政策同様,重要な支援政策をな
している｡イギリスでは,国立公園地域は,法律によって,その地域の人々
と共同で地域計画を作ることを義務付けられている｡ I-連の政策によって
遺産の保全と修復が大いに進むので,大半の人々が政策を支持する｡遺産
保全の実践は目に見える成果を示し,大衆の支持を得てそのエリアも拡大
している｡実践活動の多くが物理的作業なので,それらは分かりやすく,
往々評価するのもたやすい｡
遺産保全の実践は,コミュニケーション活動,自治活動,地域管理活動
の導入によって前進するだろう｡コミュニケーションと自治はステークホ
ルダー(利害関係者)間で確立されるだろう｡農業環境政策と遺産保全の実
践は政策的に確固としたものになっているが,それらの効率性を落とすこ
となくいかに費用を削減するかが検討されねばならない｡そこで,地域管
理の考え方が不可欠になる｡ Ⅰ. Hodge(2001)が提案するように,農村環境
を保全するためにはもっと経済的にペイする実践を追求すべきである｡
さらに,諸活動をより持続可能なものとするためには,次の3点を念頭
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に置くべきである｡第一は,その地域での実践内容がより広域の地域,
国,国際などのレベルにおいてどのように評価できるかを検討すべきであ
ること,第二は,開発途上国の実践活動のメカニズムが先進国の人々に対
して説明がつくものであり,また先進国の実践活動のメカニズムも開発途
上国の人々に対して説明がつくものであるべきであること,第三は,実践
活動が将来的な見通しをもち,かつオプション価値を増やすものであるべ
きことである｡
3.持続可能な発展にむけて
3- 1　持続可能な土地政策はどこをめざすのか?
開発途上国における今後のゆくえは,確保できる保護区のありようにか
かっており,このままの状態が続けば,地域の将来像はあまりプラスの展
望を描けない｡それゆえ,将来の地域像に関して議論がなされるべきであ
る｡もし先進国における運動が開発途上国にとっても教訓になるとするな
ら,遺産と景観保全は持続可能な発展にむけて軸になるかもしれない｡
先進国における持続可能な土地利用への関心はどの国においてもほぼ同
じで,次のとおりである｡生産の効率性や公平性に対しては関心が低い｡
むしろ,遺産とりわけ伝統的な景観やその諸要素が注目を浴びている｡ 2
- 1において述べたように,今日の景観はかつての景観と比べるとすこし
違ったものになっているし,所有権などの仕組みも変わってしまっている
(図6)｡この意味において,求められている景観は一種の農村情緒rural
idyllといえる｡しかし,まさに景観そのものは満足を与えることのでき
る景観であり,そこで農民が日々を暮らし,大衆がアクセスし,利害関係
者が共通して共感できるだけのものがすべて持続的に賦与されている｡
ローカルイニシアティブのスキームはより広い地域のスキームと連携す
べきである｡しかし,今日まで,この連携は政策レベルでのみなされてお
り,通常は地域的統一を欠いている｡持続可能な発展のスキームの規模が
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図6　日本の岡山県山間部放牧地帯における土地利用の変化
上: 1940年代以前　　下:現在
Figure 6 Change in land use in the pastoral area of Okayama, Japan
Upper: befわre 1940 5, Lower: today
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コミュニティレベルに限定され,個別の実施項目はより広域の地域,国,
国際のレベルに対応させるために調整される｡しかし,実践に際しては,
個々の項目は通常独自に個々のレベルにおいて計画され,異なるレベルに
おける諸項目と相互に関連付けて実施するような計画は考えられていな
い｡個々の項目が異なる空間規模の地域レベルにおける別の項目と連携す
ることが今後の持続可能な土地利用計画においてもっと重要になるだろ
う｡そのときには,より広域に基盤を据えた伝統的な土地利用のもとで繰
り広げられる景観が,地域的に統一のとれた持続可能な発展プロジェクト
を構築するのにより有用な役割を果たすであろう｡
3-2　価値ある景観としての｢コモンズ｣
20世紀初頭の景観が多くの人々の大切に感じる景観であり,ヨーロッ
パでは,戦争で破壊を受けた都市域の再興に際しての中心的な調律を構成
していることは,よく知られている｡この考えは,世界に影響を与えつつ
ある｡農村地域に関しても,類似の動きがある程度進行している｡
図6に示したように,農村景観も変化してきた｡しかし,長期的な土地
利用はしばしば調和的な農村景観を生み出してきた｡その農村景観こそ
が,上述の都市景観の再興に相当する景観であろう｡景観には,より広域
の地蟻,地方レベルから国レベル,時には国際レベルでみても,貴重な特
色が含まれている｡それぞれの地域での実践活動が調和のとれた農村景観
を維持することを可能にし,また景観のなかの貴重な特色がその景観を保
全しようとする地域の人々や利害関係者を勇気づけるのである｡同様に,
景観の特徴や価値が外部の人々によって認識されることによって,実践活
動の仕組みがよりよい理解と支援を得ることにつながるのである｡その結
栄,実践活動を通じて地域の人々が景観を維持できるようになれば,彼ら
は将来に向けて多様なオプション価値を得ることができる｡そのような景
観に関する研究の好例として, C. Lienau & H. Uhligeds.(1978), A. Ver-
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図7　林野利用と人の移動の相違
Figure 7　Differences in mountain use and human movement
hoeve & ∫. A. ∫. VeⅣloet eds.(1992), W. Schenk et al. eds.(1997)を挙げ
ることができる｡これらによって,ヨーロッパの農地や集落の分類,文化
景観の歴史的価値と保全の意義を知ることができる｡図7は共有資源に関
する山間地の土地利用の例で, 3種類のおもな土地利用が示されている｡
節-タイプ:季節的に垂直的に牧畜民が移動し,通常,地域内における家
の時期的な移動を伴う｡ヨーロッパからインド西部にかけてみられる｡第
二タイプ:家畜は季節的に垂直に移動するが飼育農民は移動せず地域内の
家に住み続ける｡インド東部から日本にかけてみられる｡第三タイプ:戟
物生産を主とする焼畑地域で,耕作民は出作り小屋をもつ｡東南アジアか
ら西南日本にかけてみられる｡熱帯では家と農地がともに移動することが
ある｡垂直的に広大な山地帯では,部族ごとに生息域が異なっており,坐
態的に異なる圏域間で垂直的な交易を行う｡図8はヒマラヤ山脈とアンデ
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図8　生活様式の垂直帯による遠い
Figure 8 Vertical zones of livelihoods
ス山脈での垂直的分化を示した図である｡上に述べた山地システム内の多
様性は徐々に価値ある景観群の束として認識されつつある｡景観美への理
解が世界規模で広がりつつあるので,利害関係者が｢コモンズ｣を機能さ
せ,それによってそれぞれの地域の景観と生活を持続可能な状態に守るこ
とができるようになることが期待されるのである｡
4.おわりに
小稿では,共有資源としての林野をコモンズの最たる例にとり,開発途
上国と先進国それぞれにおいてコモンズが抱える問題状況を対比的に提示
したのち,開発途上国と先進国のいずれにおいてもコモンズを活性化させ
る一手段として,コモンズに残る価値ある景観を守り相互に連携するこ
と,それが経済的な実践活動としても可能性を秘めていることを指摘し
た｡
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小稿では,コモンズをめぐる権利関係や利害関係が,従来の社会集団問
のみに限定されず,より多様な関係が生じている今日の社会状況について
も言及した｡しかし,旧来からの権利者であるコミュニティに本拠を置
き,歴史的な土地利用の延長線上に話題をしぼってコモンズの活性化を検
討するにとどまったため,非歴史的な,あるいはコミュニティレベルの土
地利用とは非連続の利用をも視野に入れたコモンズの存在形態に関する議
論は展開できていない｡
同様に,世界各地で繰り広げられているコモンズをめぐる対立や地域的
偏差を具体的に取り上げ,その分析のなかから,コモンズが抱えるさまざ
まな問題を洗い出し,地域社会の生存に有効なコモンズの存在形態を微細
に検討することも,ほとんどなしえていない｡
持続的利用と環境保全をめぐり,ステレオタイプの議論を超えた実践的
展望に関する研究が散見される今日,歴史的なコモンズと理論的･抽象的
なコモンズ論との接点をさぐる必要が増している｡これらの課題について
4)
はいずれ他日を期したい｡
注
1)共有資源(CPRs)の語で念頭におくのは,第一に,自村または他村に所在する入
会林野をなす共有地である｡入会林野ないし林野入会権は自然的･生態的属性
をふまえた林野の歴史的存在形態であり,所有･管理主体と利用主体,利用の
程度と内容により,さまざまなバリエーションがある｡林野｢コモンズ｣も,
まずはこのような共有地を指している｡しかし,現在,森林リクリエーション
や森林の環境保全機能など,従来の所有者･利用者の枠を超えて森林の多面的
な資源価値が認識されるようになり,それらの価値を有用化するのにふさわし
い形態が模索されている｡林野｢コモンズ｣の用語は,以下の本文中にも述べ
るように,後者をも視野に入れて用いている｡
2 ) ｢共有資源｣ Common Property Resourcesに対して, Blaikieらが主張する｢共
用資源｣はCommon-Pool Resourcesである0
3) ｢保全｣ ConseⅣationは,利用を通じて持続可能な状態に保つことを意味し,こ
れに対して, ｢保存｣ Preservationや｢保護｣ protectionは,利用を排除してF'l
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然･純正の状態に保つことを意味する｡
4)小稿については,専修大学平成15年度研究助成(個別研究)｢コモンズの活性化
をめぐる諸問題と実践活動-一林野に焦点をあてて-｣を受けたことを付記
し,謝意を表したい｡
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